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１．はじめに                         
 
地方財政の状況が厳しさを増す中で、財政の透明性を高め、住民や議会等に対する説

明責任をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を図るため、国において発生主義等
の企業会計の考え方及び手法を活用した財務書類の作成・開示が推進されてきました。 
本市では、平成 20年度決算から、市の財政状況を分かりやすく説明する取組みの一

環として、総務省から示された企業会計的手法（発生主義・複式簿記）を取り入れた国
の「基準モデル」に準拠して財務書類４表を作成してきました。 
その後、全国のほぼすべての自治体が財務書類の作成を行うようになりましたが、複

数の方式（総務省方式改定モデル、基準モデル、一部の自治体による独自方式）が併存
し、固定資産台帳の整備の進展にも差があるなど、自治体間における比較分析が困難な
状況となっていました。 
このため、平成 27年 1月に総務省から、新たに「統一的な基準による地方公会計の

整備促進について」(以下、「統一的な基準」という。) が示され、全国の自治体が平成
29年度までに「統一的な基準」による財務書類の作成を実施したところです。 
本市におきましても、平成 28年度決算からは「統一的な基準」に基づいた財務書類

4表を作成しております。
作成方法が統一されたことにより、今後は他自治体との比較が進んでいくものと考え

られます。 
 
 
２．統一的な基準とは                        
 
「統一的な基準」は、 
① 発生主義、複式簿記の導入を前提としていること。 
② 固定資産台帳の整備を前提としていること。 
③ 比較可能性の確保の観点から、全ての地方公共団体を対象とした統一的な財務書
類の作成基準であること。 

といった特徴があり、現行の官庁会計（現金主義会計）の補完として整備しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 2 - 
 

３．財務書類 4表とは                                    
 
統一的な基準による財務書類４表とは、「貸借対照表（バランスシート）」、「行政コス

ト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」の４表を指します。 
年度末時点における資産・負債の状況や 1年間の行政サービスにかかった費用、資産

を取得するためにどのような性質のお金が充てられたのかなど、この４表を見ることに
より明らかになります。 
各財務書類の内容と、それぞれの相関関係は次のとおりです。 

 
■財務書類の内容 

種 類 内  容 

貸借対照表 
（バランスシート） 

（BS） 

決算年度末時点で、どのような資産を保有し、そのうち返済（負債）
がどれ位残っていて、返済の必要のない資産（純資産）はどれ位な
のかを表しています。 

行政コスト計算書 
（PL） 

1年間の行政サービスを提供するのにかかった費用と収益を表して
います。 

純資産変動計算書 
（NW） 

貸借対照表（バランスシート）における純資産の 1年間の増減を表
しています。 

資金収支計算書 
（CF） 

1年間の資金の動きを表しています。 

 
 ■財務書類４表の相関関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル」より抜粋） 
① 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高  
に本年度末歳計外現金残高を足したものと対応します。 

② 貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額で、これは純資産変動計算
書の期末残高と対応します。 

③ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書の「純行政コ
スト」と対応します。  

本年度末残高

【資金収支計算書】

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

前年度末残高

本年度末残高

【純資産変動計算書】

期首純資産残高

純行政コスト

固定資産等の変動

財源

負債

【行政コスト計算書】

経常費用

経常収益

臨時損失

【貸借対照表】

資産

（うち現金預金）

臨時利益

純行政コスト
純資産

①
②

③

＋本年度末歳計外現金残高
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４．対象となる会計の範囲                               
 
財務書類４表は、①一般会計等ベース、②全体会計ベース、③連結会計ベースで構成

されており、本市の会計ベースを図で示すと下記のとおりとなります。 
■対象となる会計の範囲 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一般会計等ベース 
市川市での対象会計は、一般会計のみです。(財政健全化法第 2条第 1号に規定する「一般会計等」と同範囲) 

 
全体会計ベース 
一般会計と特別会計に、公営企業会計である病院事業会計を含めた市川市すべての会計を合わせ

たものです。 
 
連結会計ベース 
行政サービスは、市だけでなく多様な関係団体によって実施されているため、これらの関係団体

も市と連結させて、一つの行政サービスの実施主体として捉えたものです。 
 
 
５．作成基準日                                      

 
財務書類の作成基準日は、会計年度の最終日である平成３０年 3月 31日として作成し

ています。 
一般会計と各特別会計における出納整理期間（平成 30年 4月 1日から 5月 31日まで）

の入出金については、作成基準日までに入出金があったものとして取り扱っています。た
だし、下水道事業特別会計については、平成 30年度からの公営企業会計への移行に伴い、
平成 30年 3月 31日付けで打切決算としております。 
また、公営企業会計（病院事業会計）及び連結対象法人についても、出納整理期間中に

一般会計又は各特別会計との間で取引があったものについては、作成基準日までに入出金
がなされたものとして取り扱っています。 

・市川市土地開発公社
・公益財団法人

市川市清掃公社
・公益財団法人

市川市文化振興財団
・公益財団法人

市川市花と緑のまちづくり財団

連結対象法人

全体会計ベース

連結会計ベース

・国民健康保険特別会計
・下水道事業特別会計
・市場事業特別会計
・介護保険特別会計
・後期高齢者医療特別会計
・病院事業会計

特別会計・
公営企業会計

一般会計等ベース

一般会計
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６．平成 29年度 財務書類４表                            
 
 
 
 
 
左側に「資産」、右側には資産を取得するために調達した財源を「負債」と「純資産」

に分けて表示したもので、平成 30年 3月 31日時点で、これまでにどのような資産を
どのような負担で取得してきたかを表しています。 

 

【 資産の部 】（A） 
所有財産や権利で、将来世代が享受するであろう便益 

１．固定資産 <01行> 

長期間にわたる使用目的で保有される資産 
（１）有形固定資産 <02行> 

  ・土地・建物などの固定資産で長期に利用する資産 
①事業用資産 <03行> 
・庁舎、学校、公民館など、売却可能とされている資産 
・土地、建物等（建物、建物附属設備等）、建設仮勘定
（未供用の建物等）に分類される 

②インフラ資産 <07行> 
・道路、公園、下水道など、都市生活基盤として必要不
可欠であり一般的に売却できないとされている資産 

・土地、建物等、建設仮勘定（未供用の建物等）に分類
される 

③物品 <11行> 
・物品、機械器具等などの資産 

（２）無形固定資産 <12行> 
  ・ソフトウェア、地上権など 
（３）投資その他の資産 <13行> 
  ・有価証券や長期延滞債権など 

２．流動資産 <17行> 

現金預金及び 1年以内に回収期限が到来する債権 
（１）現金預金 <18行> 
（２）未収金 <19行> 

・現年調定・現年収入未済の収益及び財源 
（３）短期貸付金 <20行> 
  ・貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの 
（４）基金 <21行> 
  ・翌年度に取崩しが見込まれる基金及び財政調整基金 
（５）棚卸資産 <22行> 
  ・商品、製品及び販売用として所有する土地など 
（６）その他流動資産 <23行> 
（７）徴収不能引当金 <24行> 

【 負債の部 】(B) 
将来世代が負うことになる借金などの負担 

１．固定負債 <26行> 

支払期限が 1年を超えて到来する負債 
（１）地方債 <27行> 

 ・地方債のうち、償還期限が 1年を超えるもの 
（２）長期未払金 <28行> 
（３）引当金 <29行> 

   ・現時点では確定していなくても、将来発生する可能性
が高い費用や損失 
・退職給付引当金（将来の退職金の支給見込みのことで、
仮に年度末に全職員が退職した場合に必要な金額） 

（４）その他固定負債 <32行> 
 
２．流動負債 <33行> 

支払期限が 1年以内に到来する負債 
（１）1年以内償還予定地方債 <34行> 
（２）未払金 <35行> 
（３）未払費用 <36行> 
（４）前受金 <37行> 
（５）前受収益 <38行> 
（６）賞与等引当金 <39行> 
  ・翌年 6 月に支払う見込みの賞与のうち、当該年度 12

～3月分にあたる部分を見積計上したもの 
（７）預り金 <40行> 
（８）その他流動負債 <41行> 

 ・ＰＦＩ事業翌年度支払予定分など 

負債合計 <42行> 
【 純資産の部 】（Ａ－Ｂ） 
１．純資産 <43行> 

現在までの世代が負担した金額で、返済の必要がない
正味の資産 

資産合計 <25行> 負債・純資産合計 <44行> 

（１）貸借対照表（バランスシート）BS 
～財産と負債の状況を表します～ 
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全体会計ベースで見ると、平成 29 年度末現在の資産合計<25行>は、1 兆 936 億 7,500 万円

となりました。負債合計<42行>は 1,340億 6,900万円で、資産総額から負債総額を差し引いた
純資産<43行>は 9,596億 500万円となりました。 

 
 
 
 

（単位：百万円）

一般会計等 全体会計 連結会計 一般会計等 全体会計 連結会計

１．固定資産 976,124 1,060,175 1,061,488 (01) １．固定負債 81,928 117,549 118,337 (26)

(1)有形固定資産 955,642 1,039,311 1,039,430 (02) (1)地方債 53,875 88,891 89,294 (27)

①事業用資産 244,595 251,658 251,720 (03) (2)長期未払金 － － － (28)

○土地 154,494 157,702 157,702 (04) (3)引当金 25,113 25,368 25,743 (29)

○建物等 83,735 87,577 87,639 (05) ①退職手当引当金 25,080 25,335 25,710 (30)

○建設仮勘定 6,366 6,379 6,379 (06) ②損失補償等引当金 33 33 33 (31)

②インフラ資産 705,687 782,125 782,125 (07) (4)その他固定負債 2,939 3,289 3,300 (32)

○土地 674,879 681,148 681,148 (08) ２．流動負債 13,826 16,521 17,459 (33)

○建物等 29,154 92,369 92,369 (09) (1)1年以内償還予定地方債 7,814 10,036 10,553 (34)

○建設仮勘定 1,654 8,609 8,609 (10) (2)未払金 36 315 639 (35)

③物品 5,360 5,527 5,585 (11) (3)未払費用 － － － (36)

(2)無形固定資産 960 1,056 1,058 (12) (4)前受金 － － 48 (37)

(3)投資その他の資産 19,522 19,808 21,000 (13) (5)前受収益 － － － (38)

①投資及び出資金 4,667 1,423 703 (14) (6)賞与等引当金 2,004 2,157 2,191 (39)

②基金 13,464 13,464 15,373 (15) (7)預り金 2,424 2,454 2,466 (40)

③その他 1,391 4,920 4,924 (16) (8)その他流動負債 1,548 1,558 1,563 (41)

２．流動資産 24,441 33,500 34,927 (17) 95,754 134,069 135,796 (42)

(1)現金預金 6,562 11,571 11,854 (18)

(2)未収金 737 2,793 3,937 (19)

(3)短期貸付金 － － － (20)

(4)基金 17,207 19,340 19,340 (21)

(5)棚卸資産 － 11 11 (22)

(6)その他流動資産 － 5 6 (23)

(7)徴収不能引当金 ▲ 64 ▲ 221 ▲ 221 (24)

1,000,566 1,093,675 1,096,415 (25) 1,000,566 1,093,675 1,096,415 (44)

平成29年度 貸借対照表

【資産の部】（A）
(行)

【負債の部】（B）
(行)

科　　目 科　　目

資産合計 負債・純資産合計

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、0は単位未満係数あり、－は係数なしです。

負債合計
【純資産の部】（A－B）

１．純資産 904,812 959,605 960,618 (43)
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【全体会計ベースの前年度比較】 

 
平成 28年度と比較すると、資産の部では、固定資産<01行>において、85億 9,000万円の増

となりました。そのうち、事業用資産<03行>においては、新第２庁舎の完成および新第１庁舎新
築工事の進捗などにより 49億 8,600万円の増、インフラ資産<04行>においては、大和田ポンプ
場の建設および都市計画道路 3･4･12号整備事業、都市計画道路 3･6･32号整備事業等の進捗に
伴い、51億 6,000万円の増となっています。また、投資その他の資産<07行>において、庁舎整
備基金の取崩しなどにより 10億 5,500万円の減となっています。 
 流動資産<08行>は、現金預金<09行>の増加および基金<12行>において財政調整基金などの積み
立てを行ったことなどにより 31億 5,600万円の増となりました。 
 
負債の部では、固定負債<17行>において、9,500万円の増となりました。そのうち、引当金<20

行>においては、職員数の減に伴う退職手当引当金の減などにより 8億 5,200万円の減、その他
固定負債<21行>においては、継続費および債務負担行為に係る翌々年度以降の支出予定額の減な
どにより 14億 3,200円の減となったものの、地方債<18行>において、庁舎整備事業および市川
漁港整備事業などの進捗に伴う市債発行の増により、市債残高が 23 億 7,800 万円増加したこ
となどにより、負債合計<31行>で 2億 200万円の増となりました。 
  
以上の財政運営による資産形成により、現在までの世代が負担した金額で、返済の必要がない

正味の資産である純資産の部、純資産<32行>は 115億 4,300万円の増となりました｡ 

（単位：百万円）

29年度
(a)

28年度
（b）

比較増減
(a-b)

29年度
（ｃ）

28年度
（d）

比較増減
(c-d)

１．固定負債 117,549 117,454 95 (17)

(1)地方債 88,891 86,513 2,378 (18)

(1)有形固定資産 1,039,311 1,029,592 9,719 (02) (2)長期未払金 ー ー ー (19)

①事業用資産 251,658 246,672 4,986 (03) (3)引当金 25,368 26,220 ▲ 852 (20)

②インフラ資産 782,125 776,965 5,160 (04) (4)その他固定負債 3,289 4,721 ▲ 1,432 (21)

③物品 5,527 5,954 ▲ 427 (05) ２．流動負債 16,521 16,413 108 (22)

(2)無形固定資産 1,056 1,131 ▲ 75 (06) (1)1年以内償還予定地方債 10,036 9,949 87 (23)

(3)投資その他の資産 19,808 20,863 ▲ 1,055 (07) (2)未払金 315 321 ▲ 6 (24)

(3)未払費用 ー ー ー (25)

(4)前受金 ー ー ー (26)

(1)現金預金 11,571 10,619 952 (09) (5)前受収益 ー ー ー (27)

(2)未収金 2,793 2,682 111 (10) (6)賞与等引当金 2,157 2,157 0 (28)

(3)短期貸付金 ー ー ー (11) (7)預り金 2,454 2,316 138 (29)

(4)基金 19,340 17,030 2,310 (12) (8)その他流動負債 1,558 1,670 ▲ 112 (30)

(5)棚卸資産 11 10 1 (13) 134,069 133,867 202 (31)

(6)その他流動資産 5 5 0 (14)

(7)徴収不納引当金 ▲ 221 ▲ 1 ▲ 220 (15) １．純資産 959,605 948,062 11,543 (32)

1,093,675 1,081,929 11,746 (16) 1,093,675 1,081,929 11,746 (33)

負債合計
【純資産の部】

資産合計 負債・純資産合計

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、0は単位未満係数あり、－は係数なしです。

１．固定資産 1,060,175 1,051,585 8,590 (01)

２．流動資産 33,500 30,344 3,156 (08)

【資産の部】
(行)

【負債の部】
(行)

科　　目 科　　目
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平成 29年 4月 1日から平成 30年 3月 31日までの 1年間の行政活動のうち、資

産形成以外のために使われた費用（コスト）と、その費用の一部として充てるために
収納した使用料や手数料などの関係を表しています。従来の会計手法では把握できな
かった減価償却費や退職手当引当金繰入などについても、費用の中に含まれています。 

 

１．経常費用 (A) <01行> 
行政サービスを提供するために要した費用 

（１）業務費用 <02行> 

毎会計年度、経常的に発生する費用 
①人件費 <03行>：議員歳費（市議会議員に支払われる報酬）、職員の給与、賞与引当金繰入、 
退職手当引当金繰入など 

②物件費等 <08行>：消耗品費、施設の維持補修費、減価償却費、光熱水費など 
③その他の業務費用 <13行>：支払利息、徴収不能引当金繰入額など  

（２）移転費用 <17行> 

毎年度、経常的に発生する非対価性の支出 
①補助金等 <18行>：分担金、補助金及び交付金など 
②社会保障給付 <19行>：児童手当、障がい者支援、生活保護等の社会保障給付費用など 
③他会計への繰出金 <20行> 
④その他 <21行>：補償補塡及び賠償金、消費税、自動車重量税等の公課費など 

２．経常収益 (B) <22行> 

受益者負担による施設使用料・手数料・保険料など 
（１）使用料及び手数料 <23行> 
行政サービスの対価として受け取る収益。公民館等の施設使用料や証明書発行手数料など 
（２）その他 <24行> 
保有資産から発生する収益。市預金利子の受取利息など 

【 純経常行政コスト 】（C）＝（Ａ－Ｂ）<25行> 
経常費用から経常収益を差し引きした純粋な経常行政コスト 

３．臨時損失 (Ｄ) <26行> 

災害復旧事業費や資産除売却損などの臨時に発生したコスト 

４．臨時利益 (Ｅ) <32行> 

資産売却益などの臨時に発生した収益 

【 純行政コスト 】（Ｃ＋Ｄ－Ｅ） <35行> 

純経常行政コストから臨時損失・臨時利益を加減した純粋な行政コスト 

 

（２）行政コスト計算書 PL 
～1 年間にかかった費用と収益を表します～ 
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全体会計ベースで見ると、平成 29年度の純行政コスト<35行>は、1,903億 500万円となり

ました。 

一般会計等 全体会計 連結会計 （行）

１．経常費用（A） 127,427 203,832 204,311 (01)
(1)業務費用 76,626 85,974 86,424 (02)

①人件費 31,491 33,859 34,531 (03)
○職員給与費 19,600 20,581 21,037 (04)
○賞与等引当金繰入額 2,004 2,101 2,135 (05)
○退職手当引当金繰入額 2,072 2,072 2,140 (06)
○その他 7,815 9,104 9,220 (07)

②物件費等 44,345 49,296 49,070 (08)
○物件費 31,018 33,307 33,047 (09)
○維持補修費 3,399 3,654 3,670 (10)
○減価償却費 7,881 10,086 10,103 (11)
○その他 2,048 2,250 2,250 (12)

③その他の業務費用 790 2,818 2,823 (13)
○支払利息 520 1,231 1,230 (14)
○徴収不能引当金繰入額 157 577 577 (15)
○その他 113 1,011 1,016 (16)

(2)移転費用 50,801 117,858 117,887 (17)
①補助金等 8,786 84,964 84,940 (18)
②社会保障給付 31,723 31,782 31,782 (19)
③他会計への繰出金 9,958 - - (20)
④その他 334 1,112 1,165 (21)

２．経常収益（B） 7,898 14,536 15,036 (22)
(1)使用料及び手数料 5,370 11,461 10,722 (23)
(2)その他 2,528 3,075 4,313 (24)

119,529 189,296 189,275 (25)
３．臨時損失（D） 1,093 1,108 1,108 (26)

(1)災害復旧事業費 - - - (27)
(2)資産除売却損 1,059 1,059 1,059 (28)
(3)投資損失引当金繰入額 - - - (29)
(4)損失補償等引当金繰入額 24 24 24 (30)
(5)その他 10 25 25 (31)

４．臨時利益（E） 81 98 101 (32)
(1)資産売却益 77 77 80 (33)
(2)その他 4 21 21 (34)

120,541 190,305 190,282 (35)

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、0は単位未満係数あり、－は係数なしです。

平成29年度　行政コスト計算書
（単位：百万円）

純行政コスト（C＋D－E）

科目名

純経常行政コスト（C）＝（A－B）
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【全体会計ベースの前年度比較】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
経常費用<01行>は 2,038億 3,200万円となり、前年度と比較すると、27億 9,800万円の増

となりました。経常費用<01 行>における主な増理由は、物件費等<04 行>において、私立保育所
の開設等に伴う委託料の増などにより 33億 900万円の増となったこと、移転費用<06行>にお
いて、生活保護扶助費をはじめとする社会保障関係経費の増などにより 5億 4,900万円の増と
なったことが挙げられます。 

 
経常収益<07行>は 145億 3,600万円で、前年度と比較すると、11億 1,400万円の増となり

ました。経常収益<07 行>における主な増理由は、使用料及び手数料<08 行>において、病院事業
会計における入院収益の増などにより 6億 4,800万円の増となったこと、その他<09行>におい
て、外環道路の開通に伴う関連公共施設等整備助成金収入の増などにより 4億 6,600万円の増
となったことが挙げられます。 

 
これらの結果、経常費用<01 行>から、経常収益<07 行>を差し引いた純経常行政コスト<10 行>

は 1,892億 9,600万円となり、前年度と比較すると、16億 8,400万円の増となりました。 
なお、臨時損失と臨時利益を加減した純行政コスト<13行>は、1,903億 500万円となり、前

年度と比較すると、26億 7,500万円の増となっています。 
 
 
 
 

（単位：百万円）

(行) 29年度
(a)

28年度
(b)

比較増減
（a-ｂ）

１．経常費用（A） (01) 203,832 201,034 2,798

(1)業務費用 (02) 85,974 83,726 2,248

①人件費 (03) 33,859 34,622 ▲ 763

②物件費等 (04) 49,296 45,987 3,309

③その他の業務費用 (05) 2,818 3,117 ▲ 299

(2)移転費用 (06) 117,858 117,309 549

２．経常収益（B） (07) 14,536 13,422 1,114

(1)使用料及び手数料 (08) 11,461 10,813 648

(2)その他 (09) 3,075 2,609 466

(10) 189,296 187,612 1,684

３．臨時損失（D） (11) 1,108 18 1,090

４．臨時利益（E） (12) 98 1 97

(13) 190,305 187,630 2,675

純経常行政コスト(Ｃ)＝(A－B）

純行政コスト（C＋D－E）

科目名

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、0は単位未満係数あり、－は係数なしです。
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「純資産変動計算書」は、貸借対照表（バランスシート）における純資産の 1年間

の増減をその要因別に表したものです。また、1年間に要した行政コストを税収や国・
県からの補助金などの収入（自己財源）で賄えたかどうかを明らかにします。 

 

Ⅰ.前年度末純資産残高 <01行> 

Ⅱ.本年度純資産変動額 <02行> 

１．純行政コスト（▲）<03行> 

  行政コスト計算書における純行政コストと同額 

２．財源 <04行> 
（1）税収等 <05行> 

 ・税収、社会保険料等、その他移転収入に係る収入 
（2）国県等補助金 <06行> 

   ・国、県からの補助金収入 
本年度差額（１＋２） <07行> 

３．固定資産等の変動（内部変動）<08行> 
（１）有形固定資産等の増加 <09行> 

・有形及び無形固定資産の形成による増加額又は形成のための支出額 

（２）有形固定資産等の減少 <10行> 

・有形及び無形固定資産の減価償却相当額及び除売却による減少等 

（３）貸付金・基金等の増加 <11行> 

  ・貸付金・基金等の形成による増加額又は形成のための支出 

（４）貸付金・基金等の減少 <12行> 

  ・貸付金の償還及び基金の取崩し等による減少額又は収入相当額 

４．資産評価差額 <13行> 

 ・有価証券等の評価差額 

５．無償所管換等 <14行> 

  ・無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など 

６．他団体出資等分の増加 <15行> 
７．他団体出資等分の減少 <16行> 
８．比例連結割合変更に伴う差額 <17行> 
９．その他 <18行> 

Ⅲ.本年度末純資産残高（Ⅰ＋Ⅱ）<19行> 

 

（３）純資産変動計算書 NW 
～1 年間の純資産の増減を表します～ 
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全体会計ベースで見ると、平成 29年度の純資産変動額<02行>は、115億 4,300万円となり

ました。本年度差額<07行>は、112億 2,300万円の黒字となっています。固定資産等の変動（内

部変動）<08行>では、本年度差額<07行>の 112億 2,300万円のうち、105億 7,900万円が固

定資産や貸付金・基金の増に充てられています。 

本年度末純資産残高<19行>は、9,596 億 500 万円となりました。この純資産残高は、「貸借

対照表」の「純資産の部：純資産」の項目に対応しています。 

 
 
 
 
 
 
 

（単位：百万円）

固定資産等
形成分

余剰分
(不足分)

固定資産等
形成分

余剰分
(不足分)

固定資産等
形成分

余剰分
(不足分)

Ⅰ．前年度末純資産残高 897,057 985,312 ▲ 88,255 948,062 1,068,616 ▲ 120,554 949,048 1,069,871 ▲ 120,824 (01)

Ⅱ．本年度純資産変動額 7,755 8,019 ▲ 264 11,543 10,900 644 11,571 10,957 614 (02)

１．純行政コスト（▲） ▲ 120,541 ▲ 120,541 ▲ 190,305 ▲ 190,305 ▲ 190,282 ▲ 190,282 (03)

２．財源 127,982 127,982 201,528 201,528 201,535 201,535 (04)

(1)税収等 94,288 94,288 145,217 145,217 145,220 145,220 (05)

(2)国県等補助金 33,694 33,694 56,311 56,311 56,315 56,315 (06)

本年度差額（１＋２） 7,441 7,441 11,223 11,223 11,253 11,253 (07)

３．固定資産等の変動（内部変動） ー 7,704 ▲ 7,704 ー 10,579 ▲ 10,579 ー 10,639 ▲ 10,639 (08)

(1)有形固定資産等の増加 ー 25,338 ▲ 25,338 ー 45,113 ▲ 45,113 ー 45,156 ▲ 45,156 (09)

(2)有形固定資産等の減少 ー ▲ 18,947 18,947 ー ▲ 35,789 35,789 ー ▲ 35,807 35,807 (10)

(3)貸付金・基金等の増加 ー 5,040 ▲ 5,040 ー 7,251 ▲ 7,251 ー 7,550 ▲ 7,550 (11)

(4)貸付金・基金等の減少 ー ▲ 3,727 3,727 ー ▲ 5,996 5,996 ー ▲ 6,261 6,261 (12)

４．資産評価差額 ー ー ー (13)

５．無償所管換等 314 314 321 321 321 321 (14)

６．他団体出資等分の増加 ー ー ー (15)

７．他団体出資等分の減少 ー ー ー (16)

８．比例連結割合変更に伴う差額 ー ー ー (17)

９．その他 ー ー ▲ 3 ▲ 3 (18)

Ⅲ．本年度末純資産残高（Ⅰ＋Ⅱ） 904,812 993,331 ▲ 88,519 959,605 1,079,515 ▲ 119,910 960,618 1,080,828 ▲ 120,210 (19)

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、０は単位未満係数であり、－は係数なしです。

平成29年度 純資産変動計算書

科目名

一般会計等 全体会計 連結会計
(行)

合計 合計 合計
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【全体会計ベースの前年度比較】 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29年度の本年度純資産変動額<02行>は 115億 4,300万円となり、前年度と比較すると

22億 6,900万円の増となりました。 

財源<04 行>については個人市民税の増などにより 2,015 億 2,800 万円となり、前年度に比

べて 43億 7,600万円の増となりました。 

また、無償所管換等<14行>においては、土地の寄付等があったことから、3億 2,100万円と

なり、前年度に比べて 5億 6,900万円の増となったものです。 

 

これらの結果、平成 29年度の本年度末純資産残高<19行>は 9,596億 500万円となり、前年

度に比べて 115億 4,300万円の増となりました。 

 

 

 

（単位：百万円）

固定資産等
形成分

固定資産等
形成分

Ⅰ．前年度末純資産残高 (01) 948,062 938,788 9,274

Ⅱ．本年度純資産変動額 (02) 11,543 9,274 2,269

１．純行政コスト（▲） (03) ▲ 190,305 ▲ 187,630 ▲ 2,675

２．財源 (04) 201,528 197,152 4,376

(1)税収等 (05) 145,217 142,636 2,581

(2)国県等補助金 (06) 56,311 54,516 1,795

本年度差額（１＋２） (07) 11,223 9,522 1,701

３．固定資産等の変動（内部変動） (08) ー 10,579 ー 8,495 2,084

(1)有形固定資産等の増加 (09) ー 45,113 ー 29,978 15,135

(2)有形固定資産等の減少 (10) ー ▲ 35,789 ー ▲ 24,364 ▲ 11,425

(3)貸付金・基金等の増加 (11) ー 7,251 ー 2,880 4,371

(4)貸付金・基金等の減少 (12) ー ▲ 5,996 ー ▲ 5,996

４．資産評価差額 (13) ー ー 0

５．無償所管換等 (14) 321 321 ▲ 248 ▲ 248 569

６．他団体出資等分の増加 (15) ー ー 0

７．他団体出資等分の減少 (16) ー ー 0

８．比例連結割合変更に伴う差額 (17) ー ー 0

９．その他 (18) ー ー 24 ▲ 24

Ⅲ．本年度末純資産残高（Ⅰ＋Ⅱ） (19) 959,605 948,062 11,543

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、０は単位未満係数であり、－は係数なしです。

29年度　(a)

合計
比較増減
（aーb）科目名

28年度　(b)

(行)
合計
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「資金収支計算書」では、どのような行政活動に資金が充てられたのか、平成 29

年 4月 1日から平成 30年 3月 31日までの１年間の資金の動きを「業務活動収支」、
「投資活動収支」、「財務活動収支」の３区分により表しています。 

 
Ⅰ．業務活動収支 <01行> 

自治体を運営するうえで、毎年度継続的に収入されるものと支出されるものの差引き 
１．業務支出 <02行> 

人件費、物件費などの業務支出と、児童手当、生活保護費などの社会保障関係費等の支出 

２．業務収入 <11行> 

  市税や国・県補助金、使用料などの収入 

3． 臨時支出 <16行> 

 災害復旧事業費に係る支出等 

4． 臨時収入 <17行> 

 臨時にあった収入 

Ⅱ．投資活動収支 <18行> 

公共資産形成のために収入されるものと支出されるものの差引き 
１．投資活動支出 <19行> 

学校や道路、公園など公共資産形成のための支出や、基金への積立のための支出など 

 ２．投資活動収入 <23行> 

  公共資産形成に関わる補助金や資産の売却、基金取崩しによる収入など 

Ⅲ．財務活動収支 <27行> 
地方債の元本償還などの支出と地方債発行等の収入の差引き 
１．財務活動支出 <28行> 

地方債の元金償還による支出など 

 ２．財務活動収入 <31行> 

  地方債の発行や借入れを行うなどして調達した収入 

本年度資金収支額（Ａ）＝（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） <34行> 
前年度末資金残高（Ｂ） <35行> 
本年度末資金残高（Ｃ）＝（Ａ＋Ｂ）<36行> 

 

前年度末歳計外現金残高（Ｄ）<37行> 
本年度末歳計外現金増減額（Ｅ）<38行> 
本年度末歳計外現金残高（Ｆ）＝（Ｄ＋Ｅ）<39行> 

本年度末現金預金残高（Ｃ＋Ｆ）<40行> 

 

（４）資金収支計算書 CF 
～1 年間の資金の流れを表します～ 
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（単位：百万円）
一般会計等 全体会計 連結会計 (行)

Ⅰ．業務活動収支 13,866 18,795 18,874 (01)
１．業務支出 120,544 194,140 194,582 (02)

(1)人件費支出 32,373 34,729 35,375 (03)
(2)物件費等支出 36,465 39,194 38,952 (04)
(3)支払利息支出 520 1,231 1,230 (05)
(4)その他の業務支出 386 1,129 1,138 (06)
(5)補助金等支出 8,786 84,964 84,940 (07)
(6)社会保障給付支出 31,723 31,782 31,782 (08)
(7)他会計への繰出支出 9,958 - - (09)
(8)その他の移転費用支出 334 1,112 1,165 (10)

２．業務収入 134,411 212,950 213,471 (11)
(1)税収等収入 94,448 145,513 145,516 (12)
(2)国県等補助金収入 32,132 53,363 53,368 (13)
(3)使用料及び手数料収入 5,378 11,112 11,112 (14)
(4)その他の収入 2,453 2,962 3,476 (15)

３．臨時支出 - 15 15 (16)
４．臨時収入 - 0 0 (17)

Ⅱ．投資活動収支 ▲ 15,048 ▲ 19,095 ▲ 19,162 (18)
１．投資活動支出 19,395 24,829 25,122 (19)

(1)公共施設等整備費支出 15,421 20,559 20,593 (20)
(2)基金積立金支出 3,002 3,296 3,296 (21)
(3)その他の支出 973 974 1,234 (22)

２．投資活動収入 4,347 5,734 5,960 (23)
(1)国県等補助金収入 1,562 2,948 2,948 (24)
(2)基金取崩収入 1,505 1,505 1,505 (25)
(3)その他の収入 1,280 1,281 1,507 (26)

Ⅲ．財務活動収支 326 1,114 1,114 (27)
１．財務活動支出 9,495 11,806 11,849 (28)

(1)地方債償還支出 8,154 10,455 10,455 (29)
(2)その他の支出 1,341 1,351 1,395 (30)

２．財務活動収入 9,821 12,920 12,963 (31)
(1)地方債発行収入 9,821 12,920 12,920 (32)
(2)その他の収入 - - 43 (33)

本年度資金収支額（A）＝（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） ▲ 856 814 826 (34)
前年度末資金残高（B） 4,994 8,303 8,574 (35)
本年度末資金残高（C）＝（A＋B） 4,138 9,116 9,399 (36)

前年度末歳計外現金残高（D） 2,291 2,316 2,316 (37)
本年度歳計外現金増減額（E） 133 138 138 (38)
本年度末歳計外現金残高（F）＝（D＋E） 2,424 2,454 2,454 (39)
本年度末現金預金残高（C＋F） 6,562 11,571 11,854 (40)

平成29年度 資金収支計算書

科目名

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、0は単位未満係数あり、－は係数なしです。
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全体会計ベースで見ると、毎年度継続的に発生する収入や支出を差し引いた業務活動収支

<01行>は、187億 9,500万円のプラスとなっています。これは市が行う必要な行政サービス

にかかる人件費や生活保護費等の社会保障給付、各種補助金等支出を税収や使用料等業務関

連収入等で賄えていることを表しています。 

一方、固定資産形成等を示す投資活動収支<18行>は、190億 9,500万円のマイナスとなっ

ていますが、これは、市の公共施設等整備に係る経費＝資産形成が多いことを表しています。 

また、市債の償還などに関係する財務活動収支<27行>は、11 億 1,400 万円のプラスとな

っており、これは過去に整備された公共施設等に係る市債の償還額よりも、公共施設等の整

備に係る市債の発行額が上回ったことを表しています。 

以上により、本年度末資金残高<36 行>は、本年度資金収支額<34 行>の８億 1,400 万円に、

過去の蓄積分である前年度末資金残高 83億 300万円＜35行＞を加えた結果、91億 1,600万

円となりました。 

歳計外現金預金残高<39行>については、前年度から 1 億 3,800万円の増＜38行＞となる 24

億 5,400万円となっています。 

これらの結果、本年度末現金預金残高<40行>は、115億 7,100万円となりました。 

 

【全体会計ベースの前年度比較】 
 

 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   

 

 
 

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、0は単位未満係数あり、－は係数なしです。

Ⅰ．業務活動収支 (01) 18,795 17,647 1,148
１．業務支出 (02) 194,140 190,444 3,696
２．業務収入 (03) 212,950 208,090 4,860
３．臨時支出 (04) 15 0 15
４．臨時収入 (05) 0 1 ▲ 1

Ⅱ．投資活動収支 (06) ▲ 19,095 ▲ 16,227 ▲ 2,868
１．投資活動支出 (07) 24,829 20,560 4,269
２．投資活動収入 (08) 5,734 4,333 1,401

Ⅲ．財務活動収支 (09) 1,114 ▲ 2,341 3,455
１．財務活動支出 (10) 11,806 10,847 959
２．財務活動収入 (11) 12,920 8,506 4,414

本年度資金収支額（A）＝（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） (12) 814 ▲ 921 1,735
前年度末資金残高（B） (13) 8,303 9,223 ▲ 920
本年度末資金残高（C）＝（A＋B） (14) 9,116 8,303 813

前年度末歳計外現金残高（D） (15) 2,316 2,190 126
本年度歳計外現金増減額（E） (16) 138 126 12
本年度末歳計外現金残高（F）＝（D＋E） (17) 2,454 2,316 138
本年度末現金預金残高（C＋F） (18) 11,571 10,619 952

科目名
28年度

(b)
29年度

(a)

（単位：百万円）

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、0は単位未満係数あり、－は係数なしです。

(行)
比較増減
（aーb）
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７．財務指標による分析                                          
 

財務書類の個々の数字を見ても、それが何を意味しているのかわかりづらいものがあり
ます。そのため、財務書類のデータを指標化し、経年比較や他自治体比較を行うことが財
政状態の把握には有効な手段となります。 

しかしながら、ほとんどの自治体が「統一的な基準」へ移行したばかりであることから、
類似自治体指標の収集が困難であったため、本市の経年比較の指標を元に報告します。 

財務書類データを持続可能性、効率性、世代間公平性、資産適合性、弾力性、自律性の
6つの視点から指標化し、本市の財務状況を分析しました。 

なお、平成 30 年 6 月に指標算式に係る見直しが図られたことから、平成 28 年度指標
は、算式見直し後の基準に基づいて再算定しております。 
 
■指標の内容 

指標の種類 内  容 

（１）持続可能性 
  （健全性） 

財政に持続可能性があるか（どの程度の借金があるのか）を測る指標で
あり、民間企業においては安全性と称せられ、最も重視される指標。 

（２）効率性 
コスト投入に見合う収入を計算できない自治体においては、同種の業務
をどれだけのコストで実現したかということを評価する指標。 

（３）世代間公平性 
自治体を取り巻く様々な集団（現役世代と将来世代など）間のバランス
を表す指標。 

（４）資産適合性 
（資産形成度） 

インフラ資産の様に資産の提供そのものがサービスである分野も存在
することから、｢効率性｣とは別に、地方公共団体の資産業務の適合性を
検討した指標。 

（５）弾力性 
インフラ資産の形成や施設の建設といった資産形成を行う財源的余裕
度がどれだけあるかを示す指標。 

（６）自律性 
行政コスト計算書においての使用料・手数料などの受益者負担の割合よ
り、受益者負担水準の適正の判断として用いる指標。 

 （総務省：「統一的な基準による地方公会計マニュアルより」） 

 

※住民人口は住民基本台帳人口を使用しています。 

平成 28年度（平成 29年 3月 31日時点）：482,544人 

平成 29年度（平成 30年 3月 31日時点）：485,767人 
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（１）持続可能性（健全性） 
（全体会計） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
住民一人当たり負債額 

負債額を住民基本台帳人口で除して、負債が住民一人当たりいくらあるのかを表した指標です。
この額が少ないほど財政負担が軽い状態といえます。 

 
 
債務償還可能年数 

実質的な債務（将来負担額ー充当可能基金残高）が業務活動収支の黒字分等を償還財源とする
場合にその何年分あるかを示す指標です。債務償還能力は債務償還年数が短いほど高いといえま
す。 

 
 
基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

業務活動収支（支払利息支出を除く）及び投資活動収支の合算額を算出することにより、地方
債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入歳出の収支を示す指標です。    
収支のバランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り、経済規模

に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。数値がプラスであ
れば、現在の行政サービスに係る費用が将来の世代に先送りすることなく、単年度の税収などで
賄われていることを示しています。 

  29年度は庁舎整備事業の進捗に伴い、投資活動支出が大幅な増となったことから、前年度比較
で約 1９億円のマイナスとなっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 

名称 算式
H29年

(a)
H28年

(b)
比較増減

(a-b)

負債合計

住民人口

将来負担額－充当可能基金残高

業務収入等－業務支出

931百万円

276千円

基礎的財政収支
（プライマリーバランス）

住民一人当たり負債額 277千円

4.04年債務償還可能年数 4.39年

▲１千円

▲1,903百万円

▲0.35年

業務活動収支（支払利息支出を
除く）+投資活動収支

2,834百万円
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（２）効率性 
（全体会計）                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
住民一人当たり行政コスト 
行政コスト計算書で算出される総行政コストを住民人口で割ることで、住民一人当たりいくら行

政コストがかかっているかを表した指標です。この指標では、地方公共団体の行政活動の効率性を
見ることができますが、面積や人口などは行政効率に大きな影響を与えるため、比較対象に留意す
る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

算式
H29年

(a)
H28年

(b)
比較増減

(a-b)

純行政コスト

住民人口

人件費

住民人口

物件費等

住民人口

389千円
住民一人当たり
行政コスト

名称

住民一人当たり
物件費等

95千円

住民一人当たり
人件費

72千円

＋3千円

▲2千円

＋6千円101千円

70千円

392千円
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（３）世代間公平性 

（全体会計） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
純資産比率 
地方公共団体が有する資産のうち純資産の部分は、過去及び現役世代の負担によるもので、負債

の部分は将来の返済が必要なものとして将来世代が負担することになります。 
そのため、純資産の変動は、将来世代と現役世代との間で負担の割合が変動したことを意味しま

す。将来負担を過重にしないためにも純資産比率は高い方が良いとされています。 
 純資産比率 87.7％とは、資産のうち、約 9 割が現役世代の負担、約 1 割が将来世代の負担とな
っていることを示しています。 
 
 
社会資本等形成の将来世代負担比率 
社会資本等の財源のうち、将来の償還等が必要な負債が占める形成割合を算出することにより、

社会資本等形成に係る将来世代の負担の比率を把握することができます。この比率が高いほど、将
来世代の負担が大きいことを示しています。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 算式
H29年

(a)
H28年

(b)
比較増減

(a-b)

純資産

総資産

地方債残高

有形固定資産＋無形固定資産

87.6%87.7%

社会資本等形成の
将来世代負担比率

純資産比率

9.4%9.5%

＋0.1%

＋0.1%
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（４）資産適合性（資産形成度） 

（全体会計） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 
有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出することによ

り、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することができ
ます。有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）は 100％に近いほど老朽化の程度が高いことを
示してします。 

29 年度は庁舎整備事業などの進捗に伴う取得価額の増により有形固定資産が増となったことか
ら、前年度に比べて、0.3ポイント改善しています。 
 
 
有形固定資産の行政目的別割合 
有形固定資産の行政目的別（生活インフラ・国土保全、福祉、教育等）の割合を算出することに

より、行政分野ごとの社会資本形成の比重の把握することができます。 
 
 
歳入額対資産比率 
当該年度の歳入総額に対する資産の比率を表したものです。これまでに取得した資産が、歳入の

何年分に相当するかを表しています。 
 
 

名称 算式
H29年

(a)
H28年

(b)
比較増減

(a-b)

減価償却累計額

有形固定資産合計-土地等非償
却資産+減価償却累計額

生活インフラ・国土保全 75.4% 76.2% ▲0.8％

福祉 2.9% 1.1% ＋1.8%

教育等 13.2% 12.9% ＋0.3%

環境衛生 2.5% 1.9% ＋0.6%

産業振興 0.6% 0.8% ▲0.2％

その他（総務・消防） 5.4% 7.1% ▲1.7％

総資産

当年度歳入総額

総資産

住民人口

▲0.3％

▲17.5％489.7%472.2%

56.1%

住民一人当たり資産額 2,242千円2,251千円 ＋9千円

有形固定資産減価償却率
（資産老朽化比率）

56.4%

歳入額対資産比率

有形固定資産の
行政目的別割合
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（５）弾力性 

（全体会計） 
 
 
 
 
 
行政コスト対税収等比率 
税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を算出することによって、当該年度の税収等のう

ち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに使われたかを把握することができます。この比率
が 100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いことを示し、さらに 100％を上回ると、過去から蓄
積した資産が取り崩されたことを表します。 
 
 

（６）自律性 

（全体会計） 
 
 
 
 
 
受益者負担の割合 
 行政サービスの提供に対して、受益者が使用料や手数料などでどの程度負担しているかを表して
います。 
 
 
 
８．おわりに                           
 
平成 29年度は、基準が変更となって 2年目であることから、前年度との比較が可能と

なりました。今後は、他自治体との比較などによって、市川市の財務状況の特徴や課題を
明らかにし、健全な財政運営に努めてまいります。

名称 算式
H29年

(a)
H28年

(b)
比較増減

(a-b)

経常収益

経常費用
受益者負担の割合 6.7%7.1% ＋0.4%

名称 算式
H29年

(a)
H28年

(b)
比較増減

(a-b)

純経常行政コスト

税収等
行政コスト対税収等比率 95.2% ▲1.3％93.9%
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